平成２３年度当初予算　　　支出科目　款：総務費　項：企画開発費　目：国際課推進費
	事業名: 国際交流拠点整備事業費負担金


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　　　　　総合企画部　国際課　国際政策担当　電話番号：058-272-1111（内2353）

　　　　　　　E-mail：c11129@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：20,000千円（前年度予算額：20,000千円）

	事業内容


	１　事業の内容


　地方公共団体を主体とした地域の国際化推進事業の支援、海外における諸活動の支援などを目的とする財団法人自治体国際化協会（事業主体）に対する負担金として、全都道府県・政令指定都市が国際交流推進くじ（年末ジャンボ宝くじ）の収益金の一部を拠出する。

【財団法人自治体国際化協会】

１　組織概要

同協会は、地域における国際化の気運の高まりを受け、こうした動きを支援し、一層推進するための地方公共団体の共同組織として昭和63年７月に設立された。

東京に本部を、各都道府県・政令指定都市に支部を置き、国内ネットワークを整備するとともに、世界の主要都市に海外事務所を設置しており、現在、ニューヨーク、ロンドン、パリ、シンガポール、ソウル、シドニー、北京の7都市に海外事務所を設置している。

２　実施事業

（１）語学指導等を行う外国青年招致事業（JETプログラム）

（２）海外事務所の展開・活動

（３）地域の国際化に対応する人材の育成

（４）国際交流・協力事業の推進

（５）多文化共生の観点に立った地域の国際化の支援

	２　所要経費（負担金額算出方法）


　財団法人自治体国際化協会に対する負担金は、以下の計算方法に基づき算出する。

（１）「年末ジャンボ宝くじ」の収入のうち、100億円が国際交流持寄額と固定。
（２）国際交流持寄額（100億円）のうち、41％（41億円）が収益金とされる。

（３）41億円の1/2（20.5億円）が、同協会の収入とされる。

（４）同協会の収入（20.5億円）を各都道府県・政令指定都市の宝くじ収入割合で案分

し、20％減額した額を負担金として、同協会に納付する。

＜計算方式＞

　　負担金額（百万円未満四捨五入）
＝国際交流持寄額（100億円） × 収益率（41％） × 案分率（ｼｪｱ） × 1/2 × 0.8

＜平成22年度岐阜県負担金＞

　　20,000千円 ＝ 10,000,000千円 × 41% × 1.248% × 1/2 × 0.8
＜過去の実績＞

  　H18  24,000千円
　　H19  24,000千円
    H20  23,000千円
    H21  20,000千円
    H22  20,000千円
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


Ⅴ　ふるさと岐阜県を未来につなぐ人づくり
　１　多様なつながりを持ち、地域を支える力を持った人を育てる
・　多様な人とつながる力を育てるために
	２　これまでの取組状況


財団法人自治体国際化協会が実施する各種事業の活用や同協会海外事務所への職員の派遣等を実施している。

＜平成22年度における各種事業の活用＞

・「平成22年度海外経済活動支援特別対策事業」の活用

・「平成22年度自治体国際協力促進事業」の活用

・本県の海外戦略プロジェクト実施に係る同協会シンガポール事務所の各種支援　等
＜同協会海外事務所への職員派遣＞

・ロンドン事務所　　　３名（H2～3、H19～20、H22～H23）

・シンガポール事務所　５名（H3～12）
・シドニー事務所　　　３名（H6～11）

	３　これまでの取組に対する評価


　当負担金は、全都道府県・政令指定都市が国際交流促進くじ（年末ジャンボ宝くじ）の収益金の一部を、決められた算出方法に基づき拠出するものであるが、本県においては、上記２のとおり財団法人自治体国際化協会の事業を積極的に活用している。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	20,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	20,000

	要求額
	20,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	20,000

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


